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1 ．は じ め に
　人口の高齢化が進むと，各地域において幅広い年齢層の住民が共生することが現実の課題とな
る．子育て世帯，単身の家計，高齢者世帯などの生活環境の整備など多様なライフスタイルに対
応可能な公共サービスが求められる．大都市に点在する空き家や地方の農作地域に広がる耕作放
棄地の問題では，空き家や農地を地域全体で活用するシステムの構築が鍵となる．多くのタイプ
の公共サービスのニーズが累積しても，特定の地域がそれらのニーズに対応しなければ，生活の
質は向上しない．資金，人材，エネルギー，原料，環境など制約が課されていることに注意して，
資源の有効活用が実現されなければならない1）．Lifkin（2₀14）は情報通信の技術進歩によって資
源の再利用などの財サービスが共用される社会が到来すると予測する．実際には，公共サービス
のニーズへの対応が一部の行政に詳しい専門家集団で進められることになるとしても，本論文は
次の 2 つの課題の重要性が増大することを指摘する．第 1 に，住民の理解と参加がなければ，そ
のサービスの成果は低下する．第 2 に，多数の公共サービスが供給される同一地域における，異
なるタイプの公共サービス・システムの調整が必要である．この 2 つの課題は，最終的には，需
要者である住民の視点での評価に基づいて解決されなければならない．この住民の評価が自治体
において操作可能なガバナンスの仕組みとして機能することを目的として，東京都八王子市は地
域環境診断制度を導入した．八王子市は2₀₀1年を環境元年として，環境基本条例を定めて，公民
協働で地域環境診断を推進する環境診断士制度を導入した．この地域環境診断分析に基づき，住
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住民の自発的貢献と公民協働の地域ガバナンス
──東京都八王子市の地域環境診断2₀13⊖2₀15の分析に基づいて──
1 ）　Tallon, A.（2₀13）は英国における公民協働による都市再生の実証的な研究をする．
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民の自発的な貢献が機能する公民協働の仕組みに関する研究が理論と実証の両面から展開され
た2）．この制度は，岩手県紫波町においても，環境マイスター制度として採用された．これまでの
実験的な取組の中で得られた経験的な知識に基づき，中央大学は八王子市で2₀13年度から2₀15年
度に地域環境診断を実施して，八王子市環境診断士の環境診断活動により合計3₆₆の診断表を住民
から回収した．田中・盛田（2₀1₇）は八王子市の地域環境政策において，公民協働が機能している
分野と十分な成果が得られていない分野があることを地域環境診断結果から解析する．本論文で
は，地域ガバナンスにおいて住民参加と公共財の自発的貢献が連動するメカニズムが，住民参加
と公共財の自発的供給の理論を用いて論証される．その実証的な検証が八王子市の地域診断結果
から導出される3）．地域には多様なニーズを有する住民が存在し，各住民は独自の視点から，地域
の公共財の供給に貢献する．このような住民の行動に対する政府による働きかけと公民協働の社
会のシステムの構築が影響を与えることは多くの論者によって主張されてきた4）．本論文の貢献は
地域ガバナンスのコミュニケーションの機能不全の実態が数量的に計測可能であることを，理論
的な根拠とともに地域診断結果として提示することである．
　本論文の構成は以下のとおりである． 2 節は，フリーライダー的な行動を潜在的にとる可能性
がある一部の住民に地域貢献に向かわせる誘因政策の理論的基礎を与える． 3 節は，八王子市の
地域環境診断から分野別にフリーライダーの行動をとる住民の存在が確かめられる． 4 節は分野
別環境診断の相関係数分析を展開する．公民協働が機能するためには，分野を超えた環境指標の
存在に焦点を当てる必要があることが論証される．
2 ．自発的貢献と政府による関与の基本モデル
　まず，本論文で用いられる公共財の自発的供給の理論モデルが説明される．簡単化のために，
地域には地域の政策への協力と参加に積極的なタイプの個人 1 と消極的なタイプの個人 2 が存在
すると想定される．個人 1 と 2 は公共財またはサービスをそれぞれ x1と x2 供給し，私的財を y1と
y2 消費する．公共財と私的財の価格は 1 になるように基準化される．各個人の所得は M1と M2で
表示される．個人 1 は個人 2 よりも裕福で，不等式 M1>M2が成立する．同一の地域に居住するこ
の 2 個人は共通の地域環境を示す同じ公共財の供給量 G を消費する．個人 1 と 2 の効用関数は凹
関数である
2 ）　Marshall, G. R.（2₀₀5）は公民協働の理論的発展の過程を詳細に展望する．
3 ）　本論文で，この 2 つの議論の重複を避けることが試みられていることから，読者には田中・盛田
（2₀1₇）を一読されることをお願いする．
4 ）　Mark, M. et al.（2₀₀₀）, Magnusson, W.（2₀15），Leigh, N. G. and E. J. Blakely（2₀13）, Wheeler, S. 
M.（2₀₀4）など多くの論者は，地域ガバナンスの理論と実証的研究をする．
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　　　ui（G, yi）, i=1, 2, （ 1 ）　　　　　　　　　　　　　　　
と書かれる．両者の所得制約条件は
　　　xi+yi=Mi, i=1, 2  （ 2 ）　　　　　　　　　　　　　　　
で表記される．公民協働の理論と実証の基礎モデルが提示される．下水処理場やごみ焼却場など
のように，政府と自治体は 2 つのタイプの個人が地域環境の改善として消費可能な公共サービス g
を供給する．地域環境を示す公共財は
　　　 G=g+x1+x2 （ 3 ）　　　　　　　　　　　　　　　
で示される．
　自治体と住民の間のコミュニケーションの機能とこのコミュニケーションがさらに住民の間に
広がる過程が図 1 を用いて説明される．第 1 ステップとして，この 2 個人の所得制約式は（ 2 ）で
表示され，図 1 における IJ と FH 線で示されると想定される．個人 1 と個人 2 の最適消費の点は
B と A になる．公共財の最適消費の水準が x*2と x*1で書けると仮定すれば，x*1>x*2が成立する．個人
1 と個人 2 の間で公共財の供給の分担に関する話し合いがなされなければ，個人 1 は x*1を供給す
る．個人 2 にとって個人的に満足ができる水準以上の公共財が供給されているので，公共財の供
給を止めて，私的財の最適量 y*2に公共財の供給の負担額が私的財消費に加えられる．このとき，
個人 2 の消費は（x*1, y*2+x*2）となり，点 A より右上に位置して，効用水準も u12の水準より高くな
る．公共財の自発的供給の水準は標準的な住民の行動の水準 x*1に定められるが，地域の公共財の
供給に無関心な個人 2 の存在が問題となる．多くの住民が地域環境のために自宅の緑化に努力し
ても，その地域の一部を占める空き地あるいは空き家の管理が不十分であれば，その住宅地区と
しての緑化は評価されない．
　第 2 に，第 1 ステップの状況は，地域の環境は多くの住民の自発的な努力で，ある程度の水準
に保たれることを説明する．この図 1 における点 B が地域の住民 1 と 2 によって満足できる状況
にない可能性が存在する．この例として，個人が自宅のごみを片付けても，道路にはごみが散乱
する状況が考えられる．公共財の供給量 g で示される自治体の働きかけが地域の環境を向上させ
る．自治体の参加で，各個人の所得制約条件式は
　　　xi+yi=Mi+g, i=1, 2  （ 4 ）　　　　　　　　　　　　　　　
と書き換えられる．このとき，図 1 の上で，個人 2 の所得制約線は FH から KL に右上方にシフ
トする．この所得制約線 KL 上の最適消費点 C の座標は（x*2*, y*2*）で示される．
　読者の理解がより正確になるように，数式を用いた補足が加えられる．自治体の積極的な公民
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協働の取組が展開される前の段階において，g= ₀ が成立すると仮定される．通常の消費者理論の
仮定に基づき，消費に関して非負の条件（x1 ≥ ₀, x2 ≥ ₀）が課される．ただし，通常の消費者理論の
議論と同様に，個人による私的財の消費量は正であると仮定される．ここで想定される状況の下
での最適消費の条件は，ラグランジュ（Lagrange）乗数 λ（> ₀ ）を用いて，クーン・タッカー
（Kuhn・Tucker）の定理を適用すれば5），
　　　                    i =1, 2. （ 5 ）　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　 i =1, 2. （ ₆ ）　　　　　　　　　　　　　　　
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図 1 　公民協働に基づく地域の環境ガバナンス
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5 ）　経済理論で用いられる端点解の最適条件は，田中（1₉₈₈）の2₀頁で説明される．
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　　　　　　　　　i =1, 2. （ ₇ ）　　　　　　　　　　　　　　　
個人 1 が点 B を選択するときに，x1 > ₀, x2 = ₀が成立する可能性が論じられた．この状況は，ナッ
シュ（Nash）的な推測に関する仮定の下で，消費に関する公共財と消費財の間の限界代替率が
　　　 ＝ ＝1 ,
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の条件を満たす．図 2 は図 1 の点 A と点 B の周辺で起きる変化を拡大表示するために作成され
る．ただし，図 2 は図 1 と同じ記号を用いる．（ ₈ ）と（ ₉ ）式は，グラフ上では点 B と点 E で表示
される．個人 1 が（ ₈ ）で示される最適解を選択することで，個人 2 に関する所得制約条件が
　　　 ＝M2x 2＋y2 1x＊＋  （1₀）　　　　　　　　　　　　　　　
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図 2 　地域ガバナンスにおける住民のフリーライダー的行動
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に修正される．自治体の公民協働の活動が機能する前の段階では，個人 2 の所得制約線を FH か
ら QR へシフトさせることが表示される．あるいは，個人 2 の私的財の消費量は M2に等しくな
る．個人 2 は公民協働の取組の中で実質的な貢献することなしに E 点を選択することが認められ，
効用を u 12 から u 32 へと上昇させる．
　第 2 ステップは，第 1 ステップで地域の環境貢献に消極的であった個人 2 が地域環境に関する
公民協働の一翼を担うようになる仕組みを論じる．理論的な可能性の上では，両方のタイプの個
人とも，自治体の政策に対応して各個人は地域における貢献を変化させる．たとえば，自治体が
公園を整備すれば，それまで地域環境に関心が乏しかった住民が地域の環境が向上するように公
園の活用を工夫する．しかしながら，公民協働が 2 つのタイプの個人の行動を地域のためにより
積極的なものにする可能性があるとしても，各個人の公共財の供給量がどのように変化するのか
事前には予測できないと仮定される．公民協働の目的の 1 つは，フリーライダー的な行動をとり，
地域社会への参加活動に消極的な住民が，地域貢献への関心を高めることであろう．（ 4 ）式にお
いて，g が正の値であるとき，個人 2 に関して制約条件を満たす最適消費の座標は（x*2*, y*2*）で表
示される．個人 2 に対して公民協働が機能するのは，次の条件（11）が満たされる場合である．
　　　x*1 + g < x*2* （11）　　　　　　　　　　　　　　　
（11）の左辺で示される状況は個人 2 にとって満足できる水準に達していない．個人 2 は自らの貢献
の必要性を認識して，z2 = x*2*－x*1－g（> ₀ ）の公共財の供給に参加する．この個人 2 の積極的な貢
献は個人 1 の行動にも影響する．個人 1 の所得制約条件は
　　x1 + y1 = M1 + g
から，
　　x1 + y1 = M1 + g + z2
に書き換えられる．個人 1 の所得制約線は第 2 ステップの IJ 線から，第 2 ステップでの MN 線に
右上方にシフトする．個人 1 は自治体とこれまで消極的であった個人 2 の協力を得て，地域に公
共財の供給量 x*1* を実現することができる．このステップではじめて地域改善の貢献をした個人 2
にとっても，当初の目標 u22を上回る u2（x*1*, y*2*）を達成することが可能である．
　以上の理論的な研究の政策的な意味は，次のようにまとめられる．（ 5 ）で示される状況にある
個人 2 に対して，自治体の支援の下で，実現可能な目標と現状の差を明確に認識してもらうこと
である．（11）式において，g が十分に大きくなり不等号が逆向きになると，個人 2 の参加意欲は引
き起こされない．自治体による必要以上の活動 g は公民協働の起爆剤としての機能を発揮しない．
自治体もどのような活動が必要なのかを把握することが重要になる．地域環境診断は第 2 ステッ
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プがスムーズに進むことを目的に実施される．
3 ．地域における信頼とコミュニケーションの形成に関する実証分析
　前節の議論を通じて，政府主導の仕組みと住民の自発的な貢献が連動する公共財の供給システ
ムが考察された．多くの政策課題に対して，その議論が応用可能であるが，その推論が理論的に
展開されていることから，一般的な普遍性を有する．本論文は，実際の地域政策において，政府
による取組が住民の自発的な貢献の拡大に有効に作用して，公民協働が進展することを実証する．
しかしながら，この公民協働のメカニズムが機能しない可能性も同時に明らかにされる．
　持続可能なガバナンスは各地域にとって最重要な政策課題である．八王子市地域環境診断2₀13－
2₀15の分析において，田中・盛田（2₀1₇）は環境指標「ちぇっくどぅ」で定められる環境指標の ₈
分野におけるエコ診断の分散に焦点を当てる．表 1 は， 2 節で論じられた地域において，地域ガ
バナンスにおいてコミュニケーションが困難な個人 2 のタイプの行動を指標分野別に論じるため
に作成される．その行動内容が明確になるように，田中（2₀₀₉a），（2₀₀₉b），（2₀₀₉c）などと異な
り，診断に回答しない項目に関して， 1 エコをみなし加点する補正前の数字が用いられる．この
補正がされる前の数字が修正前エコ数，修正後の数字が修正後のエコ数と呼ばれる．また，田中・
盛田（2₀1₇）は，クラスター分析を適用して，コミュニケーションが困難な住民の数が21人で，こ
の診断に参加した住民の5.₇％に相当すると推定する．次に，各指標分野で，住民がエコ数が小さ
い値から並び替えられたとき，この21名の住民が存在するエコ数が求められる．表 1 のフリーラ
表 1 　指標分野別平均エコと分散
指標分野 修正前平均エコ数 エコ修正前分散
フリーライダー
該当エコ数 達成率（%）
水・下水 ₇.₀₈ 4.43 ₀ ～ 4 33.3₀
ごみ・再資源 ₇.₉1 2.₆₉ ₀ ～ 5 5₀.₀₀
エネルギー 5.3₉ ₆.1₈ ₀ ～ 2 1₆.₇₀
自然環境 1₀.₀3 1₉.₈₉ ₀ ， 1 5.₀₀
緑化・街づくり 5.5₆ ₉.₇4 ₀ ， 1 ₇.1₀
大気 3.35 2.₉₈ ₀ ₀.₀₀
生活環境 4.₉1 4.11 ₀ ， 1 12.5₀
社会環境 ₉.5₇ 1₆.₉₇ ₀ ～ 2 11.1₀
総修正前エコ数 53.₈ 1₉₇.1
出所）田中廣滋作成
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イダーの欄の該当エコ数は，コミュニケーション困難者が診断結果から得られるエコ数である．
このエコ数が大きいほどコミュニケーション困難者が地域ガバナンスに協力的な行動をとる範囲
が広くなり，図 1 における協力体制の実現を示す点 C が実現されていると考えられる．各指標分
野で，エコ数の満点に対するコミュニケーション困難者が実現する最大値の割合が達成率として
表示される．この達成率は，地域ガバナンスにおいて，住民の理解と協力が得られる割合を表す
と考えられる．表 1 はこの達成率とともに，修正前エコ数を用いて，各指標分野の修正前の平均
エコ数と分散が表示される．達成率は分野ごとにかなり異なり，地域エコ診断に関する比重の役
割を果たす．地域環境診断おいて，住民参加の指標として，分野ごとの分散の値にも注目される．
　地域環境の改善には，政府・自治体だけでなく，住民が政策目標を政府・自治体と共有するこ
とが必要になる．この目標共有の重要性は多くの論者によって認識されており，その 1 つのプロ
セスとして，指標が開発される．本研究の指標分析に関する特性を明確にするために田中（2₀₀₉）
との比較検証がなされる．環境指標は地域の環境計画が目指す目標を地域に明確に示すことと，
その達成状況の把握に役立つように設計される．このような理解が多くの論者によって主張され
る．この思想を体現するための試行錯誤の過程が必要になるが，田中（2₀₀₉）は全国的に整備され
た環境基本計画の内容を統計的に分析することを試みる．都道府県の環境計画に現れた3115個の
数値目標が東京都八王子市で作成された環境指標「ちぇっくどぅ」の分類に基づき整理される．
この数値目標には規制などのように基準指標として外部からの要請を受ける指標と，各自治体内
部で取組の活性化を目指して内部で自主的に定められる指標とがある₆）．統計的な分析のために，
都道府県の環境基本計画において定められる各指標分野の指標数の分散が計算される（表 2 ）．
　この表 2 で示される分散の数値から次の基本的な特性が明らかになる．水・下水の項目は過去
に深刻な環境問題を引き起こした地域が多く存在して，基準指標，自主指標の両方に，地域にお
ける取組の差が大きいことが読み取られる．緑化・まちづくりと大気では，規制による環境改善
が活発であり，基準指標における分散の大きさとして現れる．ごみ・再資源，自然環境，社会環
₆ ）　Bührs, T.（2₀₀₉）が詳細な統合型指標による分析の可能性を論じる．
表 2 　都道府県の環境基本計画に見られる分野別分散
1₀番台 2₀番台 3₀番台 4₀番台 5₀番台 ₆₀番台 ₇₀番台 ₈₀番台 ₉₀番台 1₀₀番台
水・下水 ごみ再資源
エネル
ギー 自然環境
緑化まち
づくり 大気 生活環境 社会環境
組織内の
環境対策 その他
統合指標 1₀1.12 4₇.21 1₉.53 51.3₀ 3₀.4₈ 33.₀₇ 12.₀₆ 52.41 4.₈₈ 14.34
基準指標 5₇.25 ₀.1₀ ₀.₀2 5.24 1₇.₉5 1₉.₉₉ 5.3₈ ₀.₀₀ ₀.₀₀ ₀.₆4
自主指標 3₈.3₀ 4₆.11 1₉.₆1 41.43 13.2₇ 5.₉4 4.₇2 52.41 4.₈₈ 12.₀2
出所）田中廣滋（2₀₀₉）
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境の各分野では，自発的な取組を強化する自治体の存在が分散の大きさに反映するといえる．以
上の全国の都道府県での傾向を参考にしながら，達成率が大きい分野から順番に，八王子市にお
ける住民の環境行動が診断される．
　まず，はじめに，ごみ・再資源分野の診断がなされる．表 2 において，この分野は基準指標数
と比較して自主指標数が多いという特徴がある．図 3 の診断結果からエコ数が ₀ である 5 名の住
民を除き 4 まで診断する住民が見られない．その要因として自治体による広報活動やごみ収集の
有料化などの取組の結果として，ごみ・再資源に関する社会の仕組みなどに対する住民の関心が
高まり，政策に対する住民の学習機会が増えるとともに，住民が地域の政策に協力をするための
仕組みが整備されてきたことがあると考えられる．
　ごみ・再資源の分野は分散も2.₆₉の最小であり，図 3 の ₇ ，₈ ，₉ に住民の診断数の過半数2₆5が
集中していることも，公民協働が進んで，住民の行動のパターンに統一が示されているといえる．
ごみ・再資源の分野における達成率の計算に関して，次の説明が補足される．表 3 において，エ
コ数 5 のレベルは累積数で設定値21に達していないが，エコ数 ₆ の累積数は5₆で設定値21の 2 倍
以上となるため，5 が達成率₀.5（= 5 /1₀）を計算する基準値として用いられている．他の分野では，
設定値21を上回る累積値を示すエコ数が達成率計算の基準値として採用されている（表 4 ）．
　表 4 は，ごみ・再資源分野以外で設定値21が達成される基準エコ数の導出する根拠となる累積
数の一覧を表示する．表 1 の数値の基礎となる数値が示される．水・下水分野では，基準エコ数
が 4 で，コミュニケーションの課題は解決されていると考えられる．エネルギーと社会環境の分
野では，ある程度コミュニケーションの改善が進んでいると判断されるが，他の分野では，公民
協働の体制の構築のための取組が必要である．
　図 4 は，水・下水分野における環境診断の分布からの特徴を示す．表 2 に見られる全国的な傾
エ
 コ
 数
 
 
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
5 0 0 0 6 9 36 63 100 102 45
診断数（修正後）
診断数（修正前）
5 0 0 0 6 9 36 63 100 102 45
0
20
40
60
80
100
120
 
 
診
 断
 数
図 3 　ごみ・再資源分野
出所）田中廣滋作成
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向では，かって深刻な水に関係する汚染問題を引き起こした地域を中心として，基準指標を拡充
する傾向が見られるが，生活用水が原因の水質汚濁にも重点的な対応が進められている₇）．エコ数
エコ数 診断数（修正前） 累積数
₀ 5 5
1 ₀ 5
2 ₀ 5
3 ₀ 5
4 ₆ 11
5 ₉ 2₀
₆ 3₆ 5₆
₇ ₆3 11₉
₈ 1₀₀ 21₉
₉ 1₀2 321
1₀ 45 3₆₆
出所）田中廣滋作成
表 4 　 ₇ 分野の達成率基準エコ数
分野 エコ数
診断数
（修正前）
累積数
水・下水
3 ₈ 1₉
＊ 4 1₉ 3₈
エネルギー
1 ₆ 1₀
＊ 2 45 55
自然環境
₀ 14 14
＊ 1 ₇ 21
緑化・街づくり
₀ 2₀ 2₀
＊ 1 25 45
大気 ＊ ₀ 3₇ 3₇
生活環境
₀ 12 12
＊ 1 13 25
社会環境
1 ₆ 2₀
＊ 2 3 23
注）＊が達成率の基準エコ数
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
2 1 8 8 19 37 57 80 57 52 33 9 3
0 0 5 6 13 24 57 75 76 58 39 10 3
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エ
 コ
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診断数
図 4 　水・下水分野
出所）田中廣滋作成
表 3 　ごみ・再資源分野
₇ ）　田中（2₀15）の111⊖11₇頁は本節の分析と同様に分野別のエコ分布図を使用する．次の 2 つの論点が相
違する．第 1 に，田中（2₀15）は修正後のエコ数を論じるのに対して，本論文は修正前のエコ数の分布
が分析の対象となる．第 2 に，田中（2₀15）ではモード分析の有効性が検証されるが，本論文は，低レ
ベルのエコ数を表明するコミュニケーション困難者の存在に焦点が当てられる．
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₇ を中心とする左右対称な分布図が描かれている．八王子市は近年水・環境を改善する政策に重
点的に取組んでいる．その政策の効果も現れて，エコ数 4 までの低レベルのエコ数での診断数が
低く抑えられていて，市民の間で，水・下水の利用に関する環境・節約行動が定着していること
が確かめられる．
　エネルギー分野では分散が大きく現れ，図 5 において，この分野での環境行動に関して，住民
の間で共通の規範が形成されていない可能性が存在する．全国的な指標の統計においても，表 2
は自主指標によるエネルギー分野での環境行動の強化の必要性を示している．エコ数が小さい 2
に45という大きな集団が形成する，コミュニケーションが困難な住民が公民協働を推進して，地
域の政策のための協力行動をする可能性は小さくなる．
　生活環境分野において，図 ₆ は ₆ をモードとして単峰型の分布図を示す．この分野で ₆ エコを
中心として多数派の住民は良好な環境評価を実践するが，コミュニケーションが困難なグループ
の住民数は ₀ と 1 エコの両者で25に達して，地域の協調的な行動をとらないことに注意が必要に
なる．
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図 5 　エネルギー分野
出所）田中廣滋作成
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出所）田中廣滋作成
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　図 ₇ は，社会環境分野の分布図を示す．この分野にはエコ数の最大値が1₈に設定されていて，
地域環境診断においても，大きなウェイトが置かれている．実際の診断においても，分散が1₆.₉₇
で，自然環境分野に次ぐ値を示している．この分散の大きさは，社会環境分野における住民の評
価が多様であることを示している．また，低水準である₀, 1, 2エコに23の住民の集団が現れてい
て，コミュニケーション困難者が地域環境の改善ための取組に関する障害となることが示されて
いる．全国的な指標の傾向から見ても，表 2 ではこの分野の自主指標の分散が52.41で最大であり，
この分野に環境政策の重点を置く自治体も多いことが統計的にも裏付けられる．
　自然環境分野は社会環境とともに最大エコ数2₀で地域環境診断において大きなウェイトを有す
る（図 ₈ ）．自然環境分野は分散において，1₉.₈₉で最大となっている．この分野では多様な評価が
存在することが，この数字だけでも明らかであるが，最低レベルの ₀ と 1 エコだけでも，21の診
断数が得られて，この層が地域の自然環境を改善する上での障害となることが明らかになる．表
2 での全国的な統計で見ても，この分野の自主指標の分散は41.43であり，全国の多くの自治体が
この分野での取組のために住民の自主的な活動の強化に取組む政策動向が明らかである．
　図 ₉ は，緑化・街づくり分野におけるエコ数の分布図である．複合分野であることから，分布
図でも，ピークが 3 ， 5 ， ₉ エコに現れて，低レベル，中レベル，高レベルのエコ数で示される
環境評価を持つ住民のグループが存在することが推測される．特に低レベルのエコ評価を示す層
は， ₀ から 3 エコの集計で，1₀₆と全体の 3 分の 1 に近くなり，この分野では公民協働の取組が進
んでないということができる．
　図1₀は，大気分野のエコ分布図である．分散が2.₉₈であり，ごみ・再資源の2.₆₉に次いで 2 番目
に小さい．この分野の取組に対する住民のエコ評価において，特定のエコ数に大きなピークがで
きることがない反面， ₀ エコに3₇の診断数が得られて，この分野の取組に関する関心があまりな
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図 7 　社会環境分野
出所）田中廣滋作成
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い住民が目立つ．表 2 の全国的な統計でも，自主指標の分散は小さく，大気分野は政府が全国統
一的に取組むべきテーマであり，地域の環境指標としての役割が小さいと各地域で判断されてい
ると考えられる₈）．
4 ．公民協働による地域環境改善の分析
　 2 節では，公民協働の効果として，地域全体に公共サービスが広がることが論証された．地域
環境ガバナンスが論じられるとき，汚染の防止，資源消費の節約，リスク管理，社会的な貢献な
どの項目に関する評価が必要になる．分野間のエコ評価に関する相関係数を求めることによって
各分野の環境活動の役割が明確になる．本節での環境政策の実証分析において，この連鎖過程が
見られる分野との関係から，各分野の取組の役割が明確になる．指標分野の取組の構造が明確に
なるように，修正前のエコ数に基づいて，表 5 の相関行列が作成される．相関係数は緑化・街づ
くりと自然環境の₀.55が最高でごみ・再資源と大気の₀.15が最小である₉）．また，無相関の検定で
はすべての分野で相関係数は有意となり，指標は相互に整合的に構成されている．多くの分野と
関連する分野の指標として，相関係数を ₈ 分野での合計額が用いられる．この合計額が大きい分
野から議論が進められる．相関係数が₀.3を超える分野の間の関係に焦点を当てて，各分野の影響
力の大きさを論じよう．
　まずはじめに，図11において，緑化・街づくり分野の取組の役割が明確になる．₀.3を超える分
野は，自然環境，社会環境，生活環境，大気，水・下水である．緑化・街づくりは，多くの分野
と関係する総合的な分野であり，多くの分野の環境改善の調整的な役割を有する．緑化・街づく
りで高いエコ数を示す住民は緑化指標との関連で自然環境と生活環境で高いエコ数を獲得してい
ることは当然であるとしても，街づくり指標との関連で水・下水，大気，生活環境分野との関係
が確かめられる．社会環境分野は両分野での改善のために重要な役割を果たすと考えられる．
　社会環境分野において相関係数の合計額が 2 番目に大きくなる．図12は，相関係数が₀.3を水・
下水，ごみ・再資源，自然環境，緑化・街づくり分野，生活環境の各分野で超える．社会環境分
野は地域環境の改善のための活動を支援する役割を持っていて，各分野に偏りなく影響力を発揮
する．逆にいえば，ここで，相関係数が₀.3以下であるエネルギーと大気の分野の指標は，地域の
課題に対応する社会環境の指標との相関は小さくなる．
　図13は，水・下水分野の他の分野の指標との相関関係を表示する．水・下水の分野の取組がごみ・
₈ ）　大春・櫻井（2₀₀₉）は，より地区を細かくして，詳細な実験的な調査を追加することによって，地区
ごとのエネルギー分野の評価の特徴を説明する．
₉ ）　田中（2₀₀₉b）は，表 ₉ と表1₀において無相関の検定表を参考に議論を進める．本論文は．相関係数が
₀.3以上で相関関係が高い分野における分析の方法を提示する．
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再資源，自然環境，緑化・街づくり，社会環境の各分野と高い相関を持つことが確かめられる．こ
の分野が自然環境分野との関係が深いことが理解できるが，ごみ・再資源の取組と社会環境分野
での活動が水・再資源分野での環境改善に不可欠であることが数値の上で検証される．
　図14は自然環境分野に関する相関係数の分布図である．相関係数が₀.3を超える分野は水・下水，
緑化・街づくり，大気，社会環境の分野である．緑化・街づくりの取組は自然環境に積極的に貢
献をすることと，水環境は自然環境にとって重視する住民が多い点がこの分野の環境対策を進め
るうえで注意すべき点である．
　図15は，ごみ・再資源分野での相関係数の分布図である．既に，水・下水と社会環境の各分野
でごみ・再資源分野との関係に言及したが，ごみ・再資源分野から他の分野の関係を見ると，住
表 5 　エコ修正前相関係数
分野
水・
下水
ごみ・
再資源
エネル
ギー
自然
環境
緑化・街
づくり
大気
生活
環境
社会
環境
合計
水・下水 1.₀₀ 3.2₈
ごみ・再資源 ₀.53 1.₀₀ 3.1₇
エネルギー ₀.2₈ ₀.2₈ 1.₀₀ 2.₇₇
自然環境 ₀.3₇ ₀.2₈ ₀.23 1.₀₀ 3.25
緑化・街づくり ₀.32 ₀.2₉ ₀.2₆ ₀.55 1.₀₀ 3.5₈
大気 ₀.1₆ ₀.15 ₀.1₉ ₀.3₀ ₀.33 1.₀₀ 2.₆₀
生活環境 ₀.22 ₀.24 ₀.24 ₀.21 ₀.3₆ ₀.2₇ 1.₀₀ 2.₈₈
社会環境 ₀.41 ₀.4₀ ₀.2₈ ₀.32 ₀.4₇ ₀.1₉ ₀.34 1.₀₀ 3.41
無相関の検定
分野
水・
下水
ごみ・
再資源
エネル
ギー
自然
環境
緑化・街
づくり
大気
生活
環境
社会
環境
水・下水 ―
ごみ・再資源 ⁂⁂ ―
エネルギー ⁂⁂ ⁂⁂ ―
自然環境 ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂ ―
緑化・街づくり ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂ ―
大気 ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂ ―
生活環境 ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂ ―
社会環境 ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂ ―
注）⁂⁂： 1 % 有意
出所） 田中廣滋作成
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民はごみ・再資源分野での対策と水・下水分野の環境改善を連動させていることが₀.53の高い相関
係数から確かめられる．社会環境分野の活動がごみ・再資源分野の環境の鍵となっていることに
も注意が必要である．
　図1₆は生活環境分野の相関係数の分布図である．緑化・街づくりと社会環境の分野だけが相関
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環境分野
0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
緑化・街づくり水・下水 ごみ・再資源エネルギー 自然環境 大気 生活環境
相関係数
図11　緑化・街づくり分野
図12　社会環境分野
出所）田中廣滋作成
出所）田中廣滋作成
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係数の基準値₀.3を超える．生活環境に関する取組みは，緑化・街づくりと社会環境の分野の活動
と連動することが確かめられる．
　図1₇と図1₈はエネルギー分野と大気分野の相関係数の分布図である．エネルギーの分野での数
値は2₀1₀年代に入って，脱原子力発電や再生可能エネルギーへの住民の関心が高まっているので，
環境分野
0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
社会環境ごみ・再資源エネルギー自然環境 緑化・街づくり大気 生活環境
相関関係
図13　水・下水分野
出所）田中廣滋作成
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図14　自然環境分野
出所）田中廣滋作成
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図15　ごみ・再資源分野
出所）田中廣滋作成
環境分野
0
0.05
0.1
0.15
0.2
0.25
0.3
0.35
0.4
水・下水 ごみ・再資源エネルギー 自然環境 緑化・街づくり大気 社会環境
相関係数
図16　生活環境分野
出所）田中廣滋作成
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図17　エネルギー分野
出所）田中廣滋作成
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図18　大 気 分 野
出所）田中廣滋作成
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エネルギーの指標に再生可能エネルギーの項目を追加すると異なる数値が得られると考えられる．
大気分野において，自然環境と緑化・街づくりの分野が基準をクリアするが，社会環境の数値と
連動していないことから，八王子市として重点的な活動項目になっていないことが確かめられる．
　表 5 の無相関検定において，各分野間の指標の影響は相互に影響を及ぼしていることが確かめ
られたことから，本論文の議論は有効に構成されているということができる．エネルギーと大気
の分野の環境診断に関する議論が明確になるように，岩手県紫波町で2₀12年度実施された地域断
診断のデータ（診断表の回収数11₇）の結果と比較しよう．この地域診断で表 4 に対応する相関係数
の行列が表 ₆ で作成される．
　この紫波町の環境診断ではエネルギーの分野において，ごみ・再資源，緑化・街づくり，大気，
社会環境の分野が相関係数の基準₀.3を超える．また，大気の分野においても，エネルギー，自然
環境で₀.3の基準を超えるが，緑化・街づくりでは₀.2₈で基準に達しない．地域が異なると，生活
のスタイルも変わるのでこのような対照的な診断結果が得られると考えられる1₀）．最後に，エコ修
正後の数値から求められた相関係数の行列が表 ₇ に表示される．表 ₆ と表 ₇ を比較すれば，修正
エコ数を用いると，相関係数は低下する傾向が見られる．
表 6 　紫波町2₀12年度分野別相関係数修正前エコ数
分野 水・下水
ごみ・再
資源
エネル
ギー
自然環境
緑化・街
づくり
大気 生活環境 社会環境
水・下水 1
ごみ・再資源 ₀.45 1
エネルギー ₀.24 ₀.4₇ 1
自然環境 ₀.5₀ ₀.1₆ ₀.15 1
緑化・街づくり ₀.33 ₀.2₉ ₀.33 ₀.41 1
大気 ₀.23 ₀.1₀ ₀.32 ₀.32 ₀.2₈ 1
生活環境 ₀.1₀ ₀.2₆ ₀.24 －₀.₀5 ₀.2₀ ₀.13 1
社会環境 ₀.2₈ ₀.41 ₀.32 ₀.22 ₀.4₈ －₀.₀1 ₀.1₆ 1
出所）田中廣滋作成
1₀）　田中（2₀15）は年齢とエコ評価の相関関係がないことを示す（12₀頁図 3 ⊖15参照）．しかしながら，
2₀15年度の八王子市の環境診断では，114の診断数のうち₇₀歳代55，₈₀歳代14の診断があり，かなり年齢
構成に偏りがある．この偏りが，エネルギーや大気のなどの分野の行動指標に影響を与える可能性があ
る．
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表 7 　エコ修正後相関係数
分野 水・下水
ごみ・再
資源
エネル
ギー
自然環境
緑化・街
づくり
大気 生活環境 社会環境
水・下水 1.₀₀
ごみ・再資源 ₀.53 1.₀₀
エネルギー ₀.2₆ ₀.24 1.₀₀
自然環境 ₀.31 ₀.24 ₀.1₉ 1.₀₀
緑化・街づくり ₀.2₇ ₀.2₇ ₀.22 ₀.4₇ 1.₀₀
大気 ₀.₀₉ ₀.12 ₀.11 ₀.22 ₀.23 1.₀₀
生活環境 ₀.1₈ ₀.23 ₀.1₆ ₀.1₀ ₀.2₉ ₀.1₆ 1.₀₀
社会環境 ₀.42 ₀.4₀ ₀.21 ₀.1₇ ₀.3₉ ₀.₀3 ₀.1₈ 1.₀₀
出所）田中廣滋作成
5 ．お わ り に
　本論文において，公民協働の仕組みが機能するための条件が理論的にも，実証的にも考察され
た．幸いにも， 2 節の理論的な考察で，住民の自発的貢献が公共サービスを地域に効率的に供給
するシステムの柱となり，豊かな地域の構築を可能にすることが論証された．実証的な研究は八
王子市の地域環境診断が対象となり，事例研究としての意義を有する．しかしながら， 3 節の地
域診断の結果として，住民の自主的な地域貢献が進んでいるごみ・再資源や水・下水の分野とそ
のほかの自治体と住民の間でのコミュニケーションが十分に機能していない分野があることが明
らかになった．このことは，地域環境診断の重要な成果ではあるが，実際の地域社会において，
このようなコミュニケーションの不足は地域環境にとって改善の隘路となるといえるであろう． 4
節において，八王子市の地域診断の仕組みは， ₈ 分野の指標が有機的に構成されていて，各分野
でのエコ数を高める行動が地域の環境の質を高めることが可能であることが論証された．環境診
断という総合的な診断ツールを活用することができれば，効率的で持続可能な地域環境が実現さ
れるであろう．
　謝辞 　本論文は2₀13⊖15年度中央大学教育力向上事業「国際フィールドでの地域ガバナンス能力養成―地
域活性化の政策立案能力の養成―」の研究教育の成果である．東京都八王子市の環境政策課の職員と
八王子市環境診断士の皆様からご協力とご支援を賜った．ここに謝意を表する．
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